


















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































89　MemorandumofConversation, "US-JapanMeetings onArrangements forTransfer
of theAmami Islands, SecondgeneralMeeting,November301953,",Nov30, 1953, ,
794C.0221/12-553,CentralFiles1950-1954,RG59,沖縄県公文書館（U90006081B).
90　TelegramfromTokyo toSecretaryofState,No.1458,Dec12,1953,794C.0221/12-1253,
CentralFiles1950-1954,RG59,沖縄県公文書館（U90006081B).
91　中野編前掲書、86頁。
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　沖縄の排他的統治を無期限に継続する方針を示す声明を発表することに
なったダレスだが、実はその方針について悩んでいた。10月５日、上院議
員との会談でダレスは、「沖縄を放棄する意図はないが、民政や日本との
経済・通貨関係の文脈で取り組まなければならないいくつもの問題があ」
り、「これらの問題が合意されるまで、我々が沖縄に関する声明を発表す
ることを、躊躇している」と内心を吐露した。ダレスは、「私は、我々が
沖縄を隣の諸島との経済的社会的関係なしに、…完全に閉じられた枠内に
置くことができるとは思わない」と述べ、沖縄と日本本土との経済的社会
的関係が必要だと考えていた92。
　12月23日に開催されたNSCでも、ダレスは沖縄についての方針を説明す
る予定でありながら、躊躇する様子を見せ、「奄美諸島以外のすべての琉
球諸島の管理を無期限にわたって継続すると発表した場合、非常に不愉快
な反応が、日本からだけでなく、国連からもくることを予想できる」と述
べた。そして、沖縄を無期限に排他的に支配する方針を表明した場合、批
判が高まれば、日米関係に悪影響を及ぼすとともに、「沖縄において我々
が保持している軍事的権利から得られる軍事的利益まで相殺してしまうか
もしれない」と述べたのだった。しかしアイゼンハワーは、「声明の中で
奄美諸島以外のすべての琉球諸島を保持するという意図を発表において強
調することは最善」という考えを確認している。ニクソン副大統領は、軍
部が「米国は日本本土から兵力をすぐに引かなければならないだろうから
沖縄を我々は保持することが死活的に重要」だと考えていることを紹介し
つつ、米国が植民地主義だと批判されないような取り組みが必要だと述べ
ている93。
　こうして本稿の冒頭で述べたように、12月24日にはダレス国務長官の声
明が、また１月７日にはアイゼンハワー大統領の一般教書演説が発表され
る。ダレス声明に対し、護得久朝章立法院議長、比嘉秀盛沖縄市町村会
長、池畑嶺里琉球銀行総裁・商工会議所会頭、屋良朝苗沖縄教職員会長ら
92　FRUS,1952-1954,Vol,XIV,ChinaandJapanPart2, Doc695.
93　Ibid, Doc723.
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が連名で、沖縄の早期復帰を米軍当局に要求した。彼らは、「沖縄が極東
の重要な基地であり、米国が共産主義を防あつし、世界政策上沖縄の基地
を保有したいという要求は充分に理解される」とした上で、「沖縄住民は、
喜んでこの政策に協力こそすれ、決して反対はしなかったし、将来もしな
いでありましょう」と述べ、対米協力姿勢を鮮明にしつつ、日本復帰を求
めた94。
　一方、アイゼンハワー演説に対する沖縄での反応は分かれた。与儀達敏
民主党幹事長は、「今まで考えられてきた基地だけを管理し、統治権を返
還するというという考え方は、最早米国の国是として容認されるとは思え
ない」と述べ、沖縄の施政権の日本への返還が不可能になったとの見通し
を示した。しかし、復帰期成会会長・教職員会会長の屋良朝苗は、「「沖縄
基地を期期限に保持する」ことは「沖縄を統治すること」とは全然別個の
問題であり、そこから沖縄の統治権の祖国返還の可能性が強く浮かび上
がってくるのである」と述べ、日本復帰への可能性は閉ざされていないと
考えた95。
　これに対して米国民政府のデービッド・オグデン民政副長官が１月12日
の声明で、「日本と違い、琉球に於ける軍事基地は特殊な性質を有し、防
衛上、民間行政とは切り離す事ができない」として、米国の沖縄統治継続
を改めて強調した。オグデンは、日本復帰運動は、「誤解を招き、行政を
困難にし、遂には、全住民を窮地に立たしめることになる」ので「精力の
浪費」であり、「共通の敵共産主義者以外の誰にも慰安を与えるものでは
ない」とまで断じたのである96。これに対し、復帰期成会会長の屋良は、
オグデン副長官に書簡を出し、「われわれは、米国の沖縄に於ける基地の
維持には、理念的にも経済的にも、反対する立場にはない」と述べ、「わ
れわれの精神的また物質的福祉は、祖国に復帰することによって初めて十
分に達成することが出来ると考えます」と強調し、復帰運動が反米的なも
94　沖縄県祖国復帰闘争史編纂委員会編、29-30頁。
95　中野編前掲書、79頁。
96　同上書、79頁。
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のではないことを説明した。しかし、今度はチャールズ・プラムリー副民
政官が、「沖縄において貴殿が復帰を扇動しつづけることは琉球人にただ
混乱のみを引き起こし、ひいては共産主義者達を喜ばすことになります」
と回答した97。
　このような米国政府の方針を受け、比嘉秀平琉球政府行政主席が率いる
民主党は素早く対応する。民主党の綱領を修正し、日本復帰の項目を削除
したのである98。５月10日、立法院へのメッセージで比嘉主席は、オグデ
ン声明を受けて「政府は、この基本方針に則って能う限りあらゆる施策を
講じて琉球住民の福祉と繁栄を具現する」と述べ、日本との関係には言及
しなかった99。一方、屋良朝苗は復帰期成会会長と教職員会会長を辞任し、
これによって復帰期成会は解散状態となる。もっとも教職員会については
屋良が会長に再度選出された。
　米国政府の方針は、日本政府にも厳しいものだった。国会答弁のために
日本政府が準備した資料によれば、オグデン声明を受けて、「この声明に
より現地の復帰要望の表明にはかなり影響を及ぼすであろう」と考えられ
ていた。また、教育権返還に見られるように、「米軍側の政策上支障のな
い範囲についてはその行政権の一部を日本政府に行使せしめることの要請
もなし得る」と考え、米国側に対し「これに関し従来非公式に打診した」
ものの、「それに対する具体的見解を得るに至っておりません」という状
態だった100。
　２月10日の衆議院外交委員会では岡崎外相が、日米安保条約の沖縄への
適用による沖縄の日本への復帰の可能性について質問に答え、「最近のよ
うに反米的な運動が表面だけであってもなかなか国内でも熾烈であり、軍
事基地反対運動なんというのが盛んに行われているような状況では、なか
なかこれは向うも躊躇する場合もあろうかと考えております」と述べてい
97　沖縄県祖国復帰闘争史編纂委員会編、35－36、38頁。
98　自由民主党沖縄県連史編纂委員会編前掲書、24－26頁。
99　比嘉秀平伝記編纂委員会編前掲書、273－278頁。
100 総理府南方連絡事務局「第19回通常国会答弁資料」1954年２月、吉田嗣延文書、沖縄公文
書館（0000095680）。
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る101。先行研究では、「日本の軍備増強が沖縄返還の前提条件だ、という
ダレスの発言によって日本政府は沖縄返還を口にしなくなった」とも指摘
されるが102、防衛力増強問題以外にも、国内の反基地運動の盛り上がりも
また、日本政府が米国政府に対し沖縄返還を要求するのを躊躇する要因と
なっていたのである。
　この時期、米国のアジア戦略における沖縄の重要性はさらに増してい
く。朝鮮休戦協定は締結されたものの、米国政府はアジアにおいて同盟
ネットワークの構築を目指し、1953年10月には米韓相互防衛条約が締結さ
れ、1954年９月には東南アジア条約機構（SEATO）が結成された。これ
らの米国のアジアにおける同盟ネットワークにおいて、沖縄の米軍基地は
要としての役割を担うようになった103。ダレスも1954年の論文で、NATO
のような集団防衛体制が存在しないアジアにおいて米軍基地は不可欠の存
在であり、特に沖縄は「集団安全保障という観点を具現化するための攻撃
力を確保する上で必要なもの」と見なされたのである104。また1954年７月
には、日本本土に駐留していた第三海兵師団のほとんどを沖縄に移転する
ことがNSCで決定される105。
　こうして沖縄の米軍基地は拡張されていくことになる。1953年４月３
日、米国民政府は、布令104号土地収用令を発表し、所有者の同意なしに
米軍の判断のみで新規接収を可能にしていた。この布令を根拠に、４月に
は真和志村安謝、銘苅、12月には小禄具志、その後1955年３月には伊江村
真謝、７月には宜野湾村伊佐浜で、武装米兵による土地接収が行われたの
だった。同時に、1953年４月の立法院議員補欠選挙で当選した野党の天願
朝行が米国民政府の圧力により当選無効となる「天願事件」が起こるな
ど、軍政による締め付けも顕著になった。
　さらに米国民政府は、沖縄の米軍基地の安定的利用のため、1954年３月
101　中野編前掲書、38頁。
102　宮里前掲書、85頁。
103　宮里政玄『アメリカの沖縄統治』東京大学出版会、1966年、60頁。
104　渡辺前掲書、37頁。
105　山本章子『米国と日米安保条約改定―沖縄・基地・同盟』吉田書店、2017年、第一章。
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に軍用地料を一括払いにするという方針を発表する。この発表は沖縄現地
に大きな衝撃を与えた。米国統治に協力的な民主党の新里銀三幹事長も
「米国は沖縄に領土的野心はないと言明しており、また日本の沖縄に対す
る潜在主権も認めていることだし、軍用地を “買収” するというのは翻訳
の誤りではないのか」と驚きを隠せなかった。また安里積千代社大党書記
長ら野党は「カイロ宣言で米国は日本に対する領土的野心はないと宣明し
たし、発表されたことが事実だとすれば、米国の方針には全くの疑問があ
る」と反発したのである106。このように、米軍当局の軍用地一括払い方針
は、沖縄住民から土地を奪うだけでなく、沖縄に対する日本の「潜在主権」
の侵害だと考えられたのである。こうして沖縄だけでなく、日米関係をも
揺るがす軍用地問題が本格化していくことになる。
おわりに
　本稿で明らかになったのは以下の点である。
　第一に、日本政府は、講和条約調印以来、同条約第三条と「潜在主権」
を手がかりとして、沖縄統治に関与し、軍事以外の分野で段階的に施政権
を回復することを目指していた。日本政府の考えでは、講和条約第三条や
「潜在主権」は名目的なものではなく、米国政府との交渉次第で、自国の
行使できる施政権の範囲を決めることができるものだった。こうした考え
の下で、日本政府は、経済面や文化面、そして軍事以外の行政面での沖縄
との関係を緊密化することで、米国統治に「政治的・行政的な楔」（吉田
嗣延）を打ち込み、沖縄の日本への漸進的な復帰を模索したのである。
　こうした構想の下で、日本政府による沖縄の教育権の返還の追求は、段
階的な施政権返還に向けた重要な第一歩であった。日本政府は、沖縄の基
地拡大ゆえに、沖縄の即時の全面返還は少なくとも当面の間可能だと考え
ていなかったのであり、その意味で教育権返還の模索は、決して日本政府
の沖縄返還への取り組みの後退ではなかったのである。
106　比嘉秀平伝記編纂委員会編前掲書、148頁。
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　第二に、日本政府が沖縄の教育権の返還を目指した背景には、沖縄の教
育関係者たちの運動の盛り上がりがあった。本稿で明らかにしたように、
日本政府は沖縄の教育関係者の運動に注目しており、両者の動きには相互
作用がみられる。屋良朝苗を中心とする沖縄の教職員たちは、日本本土と
沖縄との教育環境をめぐる格差是正のためには、少なくとも教育行政だけ
でも日本に返還されるべきだと考えていた。さらに、米国統治に協力的で
あった比嘉主席も、当初日本との経済的・文化的な関係の緊密化を重視し
ており、講和条約第三条はそれを可能にしていると解釈していた。講和条
約第三条を受け入れるか、撤廃を目指すかをめぐっては相違があったもの
の、少なくともダレス声明まで、当面は段階的に施政権の返還を目指す点
で、比嘉と屋良、そして日本政府の方針は合致していたのである。
　第三に、米国政府内では、講和直後様々な議論があったものの、軍部の
頑なな姿勢により、沖縄の長期保有方針が決定されていく。国務省などで
は、日本政府の方針を受け入れようとする意見もあった。しかし、軍部の
考えでは、基地の拡張や米軍犯罪の問題の処理も含め、基地を自由に使用
するためには、沖縄の排他的支配が必要だった。そこでは、沖縄の軍事基
地と民政は不可分だと考えられていた。日本政府や沖縄で日本復帰を求め
ていた人々も米軍基地そのものには反対していなかったが、米軍部の観点
では、米軍基地の自由使用のためには、沖縄のすべての施政権を掌握する
必要があったのである。こうして、日本政府の慎重な姿勢や日本国内の不
安定さ、沖縄米軍基地の重要性の高まりを背景に、国務省は軍部の方針に
押し切られることになる。しかし、米軍部の思惑通り、沖縄の排他的統治
が継続され、沖縄で強引な軍用地政策がすすめられていくと、沖縄現地で
反発が高まったのである。
［付記］
　本稿は、『沖縄法学』の照屋寛之教授退職記念号に発表される。照屋先
生の今後のますますのご健康とご活躍を祈念いたします。
　なお、本稿は、科学研究費若手研究「沖縄への米軍基地集中に関する外
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交史研究-三つの局面の分析」（研究課題番号18K12737）の研究成果である。
